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はじめに
近年，東アジア諸国は政治的・経済的に存在感を増しつつある。東アジア諸国は EU諸国と異な
り，国によって経済成長率と個人所得に大きな差があり，家族や共同体の構造，機能，ジェンダー，
宗教との関わりといった社会的・文化的・政治的・経済的特性などに多様性が存在している（２）。ま
た，今日，少子高齢化の現象は世界レベルで進展しているが，その傾向は東アジアで顕著である（３）。
これらの要因を踏まえれば，東アジア諸国は密接な関係を保ちつつ，東アジア諸国間の人的資源の充
実・交流をより活発に行うべきであると考えられる。このなかで受け入れ国は「労働力」としてだけ
でなく，「生活者」，「住民」として迎え入れなければならない（４）。そのためには彼らや彼らの子ども
の人権を守らなければならない。だが，東アジアは欧米，オセアニアと比較すると，人権や多文化共
生の規模形成で未熟な面がみられる。外国人の人権や多文化共生を形成していくともに，受け入れ国
がどのような理念，システムを構築していくのかについて，民主主義的な文化的多元主義に基づいた
多文化教育からのアプローチが必要である（５）。つまり，民主主義的な文化的多元主義は，支配的な
文化によってマイノリティの文化や言語が抑圧されることを防ぎ，マイノリティ集団の文化的，言語
的な権利を擁護することである。そこでは民主主義が，ベースになっていなければ成り立たないので
ある。この文化的，言語的な権利を実現する教育が多文化教育であるともいえよう。したがって，多
文化教育からのアプローチにおける主要概念（６）として，文化剥奪（cultural deprivation）と文化相違
（cultural difference）を念頭に述べていきたい。
この研究は，東アジアにおける日韓型の多文化教育を再構築するために，日本と韓国の比較教育研
究の一考察である（７）。本稿で，藤沢市の湘南台小学校（８）を事例として取り上げた理由は，文化剥奪
ではない民主的な文化的多元主義である多文化教育が展望されていることから以下の 2つを挙げるこ
とができる。第 1，藤沢市の湘南台小学校は日本において初めて「日本語指導教室」（1992年～）が
設けられた学校であり，現在に至っても外国籍の子どもにおける日本語指導や就学間もない外国籍児
童・生徒に対して日本語のみならず，母語（９）教育の学習支援が行われているからである。第 2，外
国籍の児童・生徒のみならず，学校，地域全体が国際理解とともに相互理解をはかるため様々なプロ
グラムに取り組んでいるからである。一方通行ではなく，双方通行こそ多文化教育に臨む最も基本的
な姿勢であると考えられる。このような理由から取り上げた湘南台小学校の事例を中心に学校教育に
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おける多文化教育の必要性を明らかにすることを本稿の目的としたい。
本稿の構成は以下の通りである。まず第 1節において，「日本語指導教室」は藤沢市のセンター校
として日本語指導教室を設置し，取り出し教育を実施するなど，日本語を母語としない児童・生徒
への日本語学習支援や日本語と母語の両語併用による学習プログラムが提供されてきた。これは，文
化剥奪（cultural deprivation）には当たらないが，学習支援の実態から文化相違（cultural difference）
としてどのように当たるのかについて明らかにしたい。第 2節において，不登校や学校の不慣れにな
らないように湘南台小学校では外国籍の児童・生徒や親への声掛け・交流・相談などの取り組みを
行っている。この取り組みの事例から多文化教育における文化剥奪と公教育おける児童・生徒がもつ
私的な権利との関連性について考察したい。続く第 3節において，外国籍児童・生徒の学力問題に
ついて考察する。藤沢市における外国籍別登録者は韓国・朝鮮籍などのオールドカマーにかわってブ
ラジル人などニューカマーの増加や定住化が進む傾向にある（10）。これは将来，外国籍児童・生徒お
ける高校や大学などへの進学・進路に関する課題でもあると考えられる。このような進学・進路のた
めの学力向上も必要であるが，その前に日本の社会であれ，あるいは母国の社会であれ，社会に生
きていくための学力向上は欠かせないだろう。この節では多文化教育における学力向上について探求
する。
１．湘南台小学校の日本語指導教室について
2008年 6月に藤沢市社会教育委員会による「だれもが参画できる生涯学習社会」（11）の提言が存在
する。それは，「外国人市民」「しょうがい者」「青少年」「高齢者」「女性」「子育て中の人」「就労者」
といった社会的に不利な立場にある人をマイノリティ市民として位置づけ，マイノリティ市民を含む
すべての市民の参画を可能にする生涯学習の組織化を目指すものである。
この中で，「外国人市民」を対象に挙げた項目を設け，そこには，「外国籍児童・生徒に対する学校
教育の現状と課題」として湘南台小学校における学校教育の取り組みが掲げられている。
この小学校には，多文化共生のモデル校として外国籍児童・生徒のための「日本語指導教室」が
1992年に設置されている。また，日本語指導等の特別な配慮を必要とする児童・生徒に対応した教
員の配置が行われている。県レベルを通じて，児童・生徒 5名以上の学校に教員 1名が加配（「国際
教室」）され，20名以上になると 2名が加配される。しかし，それ以上の人数でも同数である。
時間割は月曜日から金曜日までの 1時間目から 4時間目までは小学生たちがいる。小学生たちは全
員湘南台小学校の生徒である。水曜日のみ，中学生達が 1時間目から 6時間目まで学校にいる。
この日本語指導教室の特徴は，就学後間もない外国籍児童・生徒に対して母語と日本語の両語併用
による学習プログラムを設けている。日本語指導については対象児童・生徒の日本語学習の度合いに
合わせて日本語指導が行われる。母語の対応言語は，スペイン語，ポルトガル語，中国語，英語，ベ
トナム語等である。
外国籍児童・生徒の母語をめぐっては様々な問題がみられる。例えば，親とのコミュニケーション
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が断絶され，さらにアイデンティティ確立や学力形成の基盤となる自己肯定感が薄れることにより不
登校・不就学に陥る可能性が高いとみられる。
言語を 4つの技能（読む，書く，聞く，話す）に分けたとき，「聞く」，「話す」ことに関しては，
大きな問題はないが，「読む」，「書く」能力が顕著に劣る児童は少なくない。多くの外国籍児童・生
徒は家庭で母語（スペイン語，ポルトガル語，中国語など）を使い，学校では日本語を使用すること
が多い。ほとんどの日本の学校において，外国籍児童・生徒への母語支援のプログラムがないため，
子どもが母語で「読む」「書く」の 2つの技能を強化するには，意識的に家庭で親とコミュニケーショ
ンをとらないと厳しいだろう。このような点に関して，湘南台小学校における日本語指導教室の取り
組みは外国籍児童・生徒への文化剥奪ではなく，彼らが元々持っていた文化的・言語的な多様性をそ
のまま受け入れ，しかしそれには異なるところを認識した上で行われる行為であると考えられる。し
たがって多文化教育というのは，異なるため否定的な観点からではなく，異なるからこそ在りのまま
を認め合える肯定的な観点からとらえる教育であろう。
２．学校・地域全体における外国籍児童・生徒への取り組み
外国につながる子ども（12）の教育問題をみると（13），マジョリティの文化的・言語的な欠如により学
力向上にも影響を及ぼす。学力向上には文化的・言語的な背景が密接に関係しており，逆説的に，経
験によって概念が豊かになることである。例えば，学校の教科書に載っている植物や動物など普段
から接したことのない子どもにとっては不利であろう。同じく体育の時間にも外で体を動かしたり，
プールやアイススケートを経験したことのある子どもの方が文化的・言語的な表現が豊かになるに違
いない。ところで，外国につながる子どもたちの親も同じく母語ではない外国語を覚えつつ，外国で
の生活の不慣れや仕事の忙しさ，経済的困窮などにより不安な毎日を送る。言語の違いから仕事，生
活にかかわる情報の獲得（14）は主流のマジョリティより困難である。
外国籍児童・生徒における不登校や学校の不慣れにならないように湘南台小学校では言語学習支援
のみならず，児童・生徒や親への声掛け・相談などの取り組みを行っている。これらの取り組みに最
も密接に関わっている事例は A.団体との連帯とカリキュラム B.日本の学校生活や日本の学校紹介ビ
デオの制作 C.地域や学校間の連携である。この 3つの事例について文化剥奪，私的な権利を取り入
れ，考察したい。Aにおいては，日本語指導教室開設当初から，学習支援をしていた慶應義塾大学の
ボランティア団体 JUMPの学生が，2001年から担任と協働し，一般教室で国際理解のための授業を
始めた。2006年からは文教大学の学生ボランティア団体 HOPの学生も加わり，総合的な学習の時間
を中心に，国際教育の授業案や教材を作成し，実践してきている。新たに，カリキュラムコーディネー
ターの協力を得て，国語・社会・音楽・家庭等の教科と関連づけたカリキュラム開発を行った。また，
協力校においても，藤沢市の国際理解協力員とティームティーチングで，協力員の出身国の地理や食
文化などをクイズ形式で扱い，世界のことばを扱う授業を行った。そのなか，初めて長期的な授業実
践プロジェクトとして「身近な異文化を知ろう」が企画，実施された。この事例の詳細（15）について
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述べると，5年 Y組の総合的な学習の時間を利用して教室内に存在する身近な異文化（ペルー，南米），
異なる言語（スペイン語）を長期的に授業の題材として扱うことで，日本人児童・生徒の「異なり」
に対する気づきを高め，同時に，外国人児童・生徒の自尊感情を向上させることが目的とされた。内
容についてはスペイン語による自己紹介，簡単な表現，食文化，スペイン語を使ったゲーム・歌，あ
るいは多言語を使ったゲームなどが行われた。マジョリティ（日本籍の児童・生徒）がマイノリティ
（外国籍児童・生徒）の母語や母文化を学ぶことで，外国籍児童・生徒の自尊心の向上や日本人児童・
生徒がより自分と異なるものに対して寛容になると考えられる。また，外国籍児童・生徒がもつ言語
や文化などは彼らの人生であると考えられる。したがって，自分の人生が無視されるのではなく，自
分のものを持ち続けることが私的な権利につながるといえよう。Bにおいては，日本の学校生活を理
解してもらうために，1994年に JUMPと藤沢市教育委員会が協働して，「VIVA! ～日本の小学校の
紹介」を作成した。前作では，小学校の 1日の様子をビデオ化したのである。前作の小学校の 1日の
様子についてのビデオは，外国籍児童・生徒及びその保護者を対象にした内容で，小学校の 1日の流
れの紹介であった。外国籍児童・生徒のみならず，彼らの親にも学校の雰囲気の理解と日常生活の最
低限の知識を与えることを目的とした。 子どもも保護者と一緒に見られるものであって， 複雑な入学
に関する手続き等を中心に，保護者の関わる行事を紹介したのである。このビデオの内容は，外国籍
児童・生徒にも日本人化・同化にする可能性がみられた。しかし，あくまでも適応教育の一環であり，
同化教育を防ぐために Aと Cの取り組みを同時並行するべきであろう。Cにおいては，湘南台に隣
接する高倉地区にある東勝寺では，外国籍住民を講師としたスペイン語・ポルトガル語学習会や，外
国籍住民を対象にした日本語の「語学学習会」を定期的に開催し，「月見の会」「忘年会」などを開き，
外国人と日本人が交流できる場を提供しているようだ。それらの行事を通して，外国人住民と日本人
の交流が活発に行われ，地域や学校との交流から国際理解・相互理解が深まり，保護者同士の（日本
籍・外国人籍）交流により居場所・仲間という意識がうまれ，さらに学校レベルから地域レベルの交
流は外国人籍の保護者にとって日本社会に対する安心感が与えられるだろう。
以上の A，B，Cがつながって注目するところは，公教育は個々人の教育における私権を平等に実
現する教育であり，学校教育は私権をもつ子どもが未熟であるが故に教師が子どもの私権を代行する
ことである（16）。文化剥奪は過去の人生をとってしまうことであるが，湘南台小学校で行われる取り
組みは外国籍児童・生徒の言語や文化を保全しつつ，同化ではなく，適応教育として取り組みを行っ
ているとみられ，これは私的権利を裏付けすることでもあるといえよう。さらに，学校，地域全体が
国際理解・相互理解を深めるために積極的に交流を行い，外国籍児童・生徒や日本籍児童・生徒は与
えられた教育だけではなく，自ら積極的に参加に臨み，経験し，自分と異なる文化・言語に対しても
受け入れる態勢でありつつ，学習しようとする姿勢は評価したい。
３．外国籍児童・生徒における進学と学力向上の関わり
近年，日本に住む外国人は定住化の傾向にあり，子どもを日本の高校・大学へと進学させたいと願
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う親が多いようだ。そこから進学のための学力向上と生きていくための学力向上について考察し，さ
らに多文化教育と学力向上との関わりを探求する。
湘南台小学校の「日本語指導教室」にくる中学生たちは生活上の日本語能力には不自由ではないが，
学力に結びつけると別の話になると担当の先生は言う。生徒たちの学力も考慮して，教科書を中心に
して個別教習が行われている。定期的に親や生徒との相談の時間を設けて，親だけの懇談会が開かれ，
子どもの進路に関する情報や日本の生活上のことなどの話し合いが行われている。
現実には学習言語が公立高校合格レベルまで達する生徒は少なく，進学しても高校の授業について
いくのに困難があるという。中学校，高校の段階で不登校や退学などになるケースも少なくない。
確かに，学校教育は学力形成と学力保障の場であると考えられる。しかし，多くの学校でもみられ
るように学力向上に関する取り組みの目的は，生きていくための学力向上ではなく，進路・進学のた
めの学力向上になっている。例えば，OECD生徒の学習到達度調査による学力テストが全世界にお
ける学力基準となり，この調査のために教育は手段化される。これは自分の文化や言語が奪われ，主
流文化・言語が植え付けられ，主流文化や主流言語によるテストで学力が判断され，自分のもつ特有
の言語・文化は価値がないとみなされるおそれがある。
多文化教育における学力向上に欠かせないのは，母語との関わりである。なぜなら，文字の読み書
きのなかにも文化が潜んでいるからである。母語や固有の文化によって独自の理論，生活様式が組み
立てられ，肯定的な概念をもたらしさらに，体験を通して学習することこそ学力形成に結び付くので
はないだろうか。
おわりに
今日の世界はますます相互依存的になり，国家の中だけではなく，グローバルな社会において自ら
が果たす役割を理解しなければならない。また，自己の固有の文化を外からの抑圧によって奪われる
のは許されない行為であり，民主主義に基づき互いの存在を認め合うことは重要である。このような
観点を踏まえて本稿では以下の通り考察した。結果，次の通りになった。
まず第 1節において，2008年 6月に藤沢市社会教育委員会による「だれもが参画できる生涯学習
社会」の中で，「外国人市民」を対象に挙げた項目には，「外国籍児童・生徒に対する学校教育の現状
と課題」として湘南台小学校における学校教育の取り組みが掲げられている。藤沢市の湘南台小学校
は日本において初めて「日本語指導教室」（1992年～）が設けられた学校であり，現在に至っても外
国籍の子どもにおける日本語指導や就学間もない外国籍児童・生徒に対して母語と日本語のバイリン
ガル教育の学習プログラムが行われて，文化剥奪（cultural deprivation）ではなく，彼らが元々持っ
ていた文化的・言語的な多様性の在り方の文化相違（cultural difference）を認め合える肯定的な観点
が多文化教育として当てはまった。第2節において，湘南台小学校における取り組みは，外国籍児童・
生徒の言語や文化を保全しつつ，同化ではなく，適応教育として取り組みを行っているとみられ，公
教育における私的な権利の裏付けとなった。さらに学校，地域全体が国際理解・相互理解を深めるた
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めに積極的に交流を行っていることがわかった。文化的背景の異なる児童が多く在籍する湘南台小学
校の独自性を活かしたカリキュラム作成が進められた。また，児童・生徒の私権を守ってくれるのは
やはり親や教師であって，特に外国籍児童・生徒が社会に生きていく上に，必要な情報提供や知識習
得のための学習支援は欠かせないことが明らかになった。最後の第 3節において，外国につながる子
どもたちの日本での生活が定住化になりつつ，高校や大学進学への願望が高まっており，小中高の教
員が連携して様々な体制をつくり出して進めていることが検討できた。多文化教育における学力向上
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